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答  申  

 

 審査請求人が提起した児童福祉法（以下「法」という。）３３条の規定

に基づく一時保護決定処分に係る審査請求について、審査庁から諮問があ

ったので、次のとおり答申する。 

 

第１ 審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２ 審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、○○児童相談所長（以下「処分庁」とい

う。）が請求人及び請求人の妻（以下「妻」といい、請求人と併せて

「請求人ら」という。）に対し行った、○○さん（請求人の子。以下

「本児」という。）に係る法３３条の規定に基づく一時保護決定処分

（以下「本件処分」という。）の取消しを求めるというものである。 

 

第３ 請求人の主張の要旨  

   請求人は、おおむね、次のことから、本件処分は違法又は不当である

旨を主張している。 

請求人の主張は必ずしも明らかではないが、請求人は、おおむね以下

の理由から、本件処分の違法性又は不当性を主張しているものと解され

る。  

処分庁は、一時保護の延長拒否を理由に請求人と本児との面会を制限

したり、請求人の個人情報を妻側に漏洩したりしており、そのような管

理・運営をしている処分庁が、一時保護を決定・延長するのは違法であ

る。  
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第４ 審理員意見書の結論  

   本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の規定を

適用し、棄却すべきである。  

 

第５ 調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年 月 日  審 議 経 過  

平成３０年１０月１７日  諮問  

平成３０年１２月２６日  審議（第２８回第２部会）  

平成３１年 １月１５日  審議（第２９回第２部会）  

 

第６ 審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した結果、

以下のように判断する。  

 １ 法令等の定め 

⑴ 児童相談所への通告 

法２５条１項は、要保護児童を発見した者は、これを市町村、都道

府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所又は児童委員を介して

市町村、都道府県の設置する福祉事務所若しくは児童相談所に通告し

なければならないと規定している。  

そして、法２６条１項は、児童相談所長は、法２５条１項の規定に

よる通告を受けた児童及びその保護者等について、必要があると認め

たときは、法２６条１項各号の措置を採らなければならないものとし、

同項１号として「次条の措置を要すると認める者は、これを都道府県

知事に報告すること。」と規定している。  

これを受けて、法２７条１項は、都道府県は、法２６条１項１号の

規定による報告のあった児童について、法２７条１項各号の措置を採
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らなければならないと規定している。  

⑵ 一時保護 

法３３条１項は、児童相談所長は、必要があると認めるときは、法

２６条１項の措置を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し適切

な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境そ

の他の状況を把握するため、児童の一時保護を行い、又は適当な者に

委託して、当該一時保護を行わせることができると規定している。ま

た、法３３条２項は、都道府県知事は、必要があると認めるときは、

法２７条１項の措置を採るに至るまで、児童の安全を迅速に確保し適

切な保護を図るため、又は児童の心身の状況、その置かれている環境

その他の状況を把握するため、児童相談所長をして、児童の一時保護

を行わせ、又は適当な者に当該一時保護を行うことを委託させること

ができると規定している。 

また、法３３条１項及び２項にいう「必要がある」場合については、

「児童相談所運営指針」（平成２年３月５日付児発第１３３号厚生省

児童家庭局長通知。以下「運営指針」という。）第５章・第１節・１

では、「⑴緊急保護 ア  （中略）  イ  虐待、放任等の理由により

その子供を家庭から一時引き離す必要がある場合（以下略）」として

いる。  

⑶ 児童相談所の管轄及びケース移管 

児童相談所は、法施行規則５条の２に基づき、管轄区域を有してい

るが、相談援助活動は、子供の保護者（親権を行う者、未成年後見人

その他子供を現に監護する者）の居住地を管轄する児童相談所が原則

として行うこととされている（運営指針第３章・第２節・５・⑴）。  

そして、警察からの通告及び送致等は、子供の保護者の居住地にか

かわらず、その子供の現在地を管轄する児童相談所に行われるので、

これを受け付けた児童相談所にあっては受け付け後、子供の状況や家
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庭環境等について調査、判定を行い、関係児童相談所への移管の適否

や移管の方法等について決定するものとされている（運営指針第３章

・第２節・５・⑶）。 

法３３条に規定する一時保護は、子供の福祉の観点から保護者の居

住地にかかわらずその子供の現在地において行うことができるが、一

時保護を行った後にその子供の居住地が当該児童相談所の管轄区域外

であることが判明した場合には、速やかにその子供の居住地を管轄す

る児童相談所に移管するものとされ（運営指針第３章・第２節・５・

⑺）、ケース移管を受けた児童相談所は、法２５条の通告に代わるも

のとして取り扱うこととされている（運営指針第３章・第２節・６・

⑴・ア・(エ)）。 

 ２ 本件処分について 

平成３０年３月２３日、請求人らは夫婦喧嘩から相互暴行に至り、そ

れら一連の行為は本児の面前において行われたため、警察署長から処分

庁に対し、本児に対する心理的虐待が疑われる旨の通告があったことが

認められる。その後、平成３０年６月１５日、妻は、本児の面前で知人

とトラブル・口論になったことから、本児は、臨場した警察官に保護さ

れ、同日、本児の現在地（当時）を管轄する他所長は、警察署長から、

本児に対する虐待の疑いがあるとして、身柄付通告を受けたことが認め

られる。 

そして、同月１８日、処分庁は、他所長から、運営指針に基づき本児

に係るケース移管を受けた上で、請求人らは本児の面前で暴力ないし暴

言を繰り返すなどの心理的虐待を行っており、不適切な養育が疑われる

ため、本児を家庭から一時引き離す必要があると判断し、法３３条に基

づき本児を一時保護したこと（本件処分）が認められる。 

したがって、本件処分は、上記１の法令等の規定に基づくものであり、

違法・不当な点があるとはいえない。 
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 ３ 請求人の主張に対する検討 

請求人は、上記第３のとおり、一時保護延長の拒否を理由とする面会

制限や情報漏洩等を理由に本件処分が違法・不当である旨主張するが、

弁明書によれば、処分庁は当該事実を否認しており、各証拠においても

当該事実を確認できない。 

したがって、本件処分及びその後の一時保護の延長に係る手続につい

て、法令等の定めに則って適正になされたものと認められるのであるか

ら、請求人の主張を採用することはできない。  

 ４ 請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討 

   その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。 

  

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や法令解

釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適正に行われて

いるものと判断する。  

よって、「第１ 審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

  

 


